
総合確保方針の改正について（報告）

資料２



良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等
の一部を改正する法律の概要改正の趣旨

改正の概要

＜Ⅰ．医師の働き方改革＞

長時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置の整備等 （医療法） 【令和６年４月１日に向け段階的に施行】

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向け、次の措置を講じる。

・ 勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成

・ 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県知事が指定する制度の創設

・ 当該医療機関における健康確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施 等

＜Ⅱ．各医療関係職種の専門性の活用＞

１．医療関係職種の業務範囲の見直し （診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、臨床工学技士法、救急救命士法） 【令和３年10月１日施行】

タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種がより専門性を活かせるよう、各職種の業務範囲の拡大等を行う。

２．医師養成課程の見直し （医師法、歯科医師法） 【①は令和７年４月１日／②は令和５年４月１日施行等】 ※歯科医師も同様の措置

①共用試験合格を医師国家試験の受験資格要件とし、②同試験に合格した医学生が臨床実習として医業を行うことができる旨を明確化。

＜Ⅲ．地域の実情に応じた医療提供体制の確保＞

１．新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け （医療法）【令和６年４月１日施行】

医療計画の記載事項に新興感染症等への対応に関する事項を追加する。

２．地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律）【公布日施行】

令和２年度に創設した「病床機能再編支援事業」を地域医療介護総合確保基金に位置付け、当該事業については国が全額を負担する

こととするほか、再編を行う医療機関に対する税制優遇措置を講じる。

３．外来医療の機能の明確化・連携 （医療法） 【令和４年４月１日施行】

医療機関に対し、医療資源を重点的に活用する外来等について報告を求める外来機能報告制度の創設等を行う。

＜Ⅳ．その他＞ 持ち分の定めのない医療法人への移行計画認定制度の延長 【公布日施行】

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する観点から、医師の働き方改革、各医療関係職種の専門性の活用、地域

の実情に応じた医療提供体制の確保を進めるため、長時間労働の医師に対し医療機関が講ずべき健康確保措置等の整備や地域医療構

想の実現に向けた医療機関の取組に対する支援の強化等の措置を講ずる。
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（２）再編計画の認定（税制上の優遇）

○ 複数医療機関の再編・統合に関する計画（再編計画）について、厚生労働大臣が認定する制度を創設

○ 認定を受けた再編計画に基づき取得した不動産に関し、登録免許税を優遇（租税特別措置法により措置）

再編・統合を検討している
複数医療機関

①再編計画を策定 地域医療構想調整会議（各都道府県）

②地域医療構想
調整会議に諮る

③調整会議で協議した
結果を証する確認証

提出された再編計画について、地域医療構想と
整合性がとれているものであるか協議を実施

④厚生労働省へ再編計画を提出
（都道府県を経由）

再編計画が認定要件を満たすか確認

要件を満たす場合に認定

厚生労働大臣（厚生労働省）
⑤再編計画の認定

（１）病床機能再編支援事業を全額国費の事業として地域医療介護総合確保基金へ位置付け

○ 令和２年度限りとして措置された「病床機能再編支援事業（※）」について、消費税財源を活用した地域医療介護総
合確保基金の中に位置付け、全額国負担の事業として、令和３年度以降も実施

※ 地域医療構想調整会議等の合意を踏まえて、病床機能を再編し、自主的な病床削減や病院統合を行う医療機関に対し、財政支援を実施

⑥再編計画を認定した旨を
都道府県へ通知

＜認定プロセス＞

＜改正の背景＞

○ 地域医療構想の実現に向けて積極的に取り組む医療機関に対し、病床機能や医療機関の再編を行う際の課題
（雇用、債務承継、初期投資など）に対応するための支援が必要

＜改正の概要＞

地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援

登録免許税
の優遇
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【２.統合支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合のコスト等に充当するため、

統合計画に参加する医療機関（統合関係医療機関）全体で減少する病床１床当た
り、病床稼働率に応じた額を支給（配分は統合関係医療機関全体で調整）

※重点支援区域として指定された関係医療機関については一層手厚く支援
※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数が10％以上減少する場合に対象

病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金 事業区分Ⅰ－２）

○中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地域医療の

課題への対応を含め、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制を構築する必要がある。

〇こうした中、地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ、自主的に行われる病床減少を伴

う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等に取り組む際の財政支援*1を実施する。

○令和２年度に予算事業として措置された本事業について法改正を行い、新たに地域医療介護総合確保基金の中に位置付け、

引き続き事業を実施する。【補助スキーム：定額補助（国１０／１０）】

【１.単独支援給付金支給事業】
病床数の減少を伴う病床機能再編に関する計画を作成した医療機関（統合によ

り廃止する場合も含む）に対し、減少する病床1床当たり、病床稼働率に応じた額
を支給

※病床機能再編後の対象３区分*2の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における
対象３区分として報告された稼働病床数の合計の90％以下となること

【３.債務整理支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合において、廃止される医

療機関の残債を統合後に残る医療機関に承継させる場合、当該引継債務に発生す
る利子について一定の上限を設けて統合後医療機関へ支給

※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数の10％以上減少する場合に対象
※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る

病床200床

「単独医療機関」の取組に対する財政支援

再編

減少する病床数
について支給

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

純減した50床について支給
配分はＢ病院を含めた統合
関係医療機関全体で調整

*1 財政支援 ･･･使途に制約のない給付金を支給
*2 対象３区分･･･高度急性期機能、急性期機能、慢性期機能

病床150床

債務

金利

債務 承継

引き継いだ債務の
利子負担を軽減

利子
総額

支給

廃止となる病院 統合後の病院

統合

計
画
作
成

統合関係医療機関

令和３年度予算額：地域医療介護総合確保基金（医療分）
公費1,179億円の内数（195億円）

計
画
作
成

「複数医療機関」の取組に対する財政支援
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令和２年度病床機能再編支援事業の交付実績

交付実績

「単独医療機関」の
取組に対する
財政支援（①）

「複数医療機関」の
取組に対する
財政支援（②）

計（③）（※１）

申請都道府県数 32道府県 ４県 33道府県

支給対象医療機関数 134医療機関 ９医療機関 143医療機関

支給対象病床数（※２） ▲2,520床 ▲326床 ▲2,846床

高度急性期（※３） 0床 8床 8床

急性期（※３） ▲2,136床 ▲268床 ▲2,404床

回復期（※３） 497床 7床 504床

慢性期（※３） ▲924床 ▲73床 ▲997床

介護医療院への転換 43床 0床 43床

執行額 47.7億円 9.0億円 56.7億円

※１ ①と②の両方について実績がある都道府県があることから、計（③）は①と②の合計と一致しないことがある。
※２ 支給対象病床数は、「高度急性期・急性期・慢性期の減床数」から「回復期・介護医療院への転換数」を減算して算出
※３ 支給対象医療機関における当該機能の総病床数について、再編前後を比較した数

Ａ病院における再編事例

【再編前】
高度急性期：０床、 急性期：４１３床、 回復期：３４床、 慢性期：３１床

【再編後】
高度急性期：６床（６床）、 急性期：３８９床（▲２４床）、 回復期：４０床（６床）、 慢性期： ０床（▲３１床） 4



地域医療介護総合確保方針（平成26年厚生労働省告示第354号）の改正（案）

改正後 改正前

第１～第３ （略）
第４ 公正性及び透明性の確保その他基金を充てて実
施する都道府県事業に関する基本的な事項
一 基金に関する基本的な事項
二 基金を充てて実施する事業の範囲

基金を充てて実施する事業の範囲は、医療介護
総合確保法第４条第２項第２号及び第５条第２項
第２号に掲げられている事業である。具体的には、
以下の事業を対象として実施するものとする。

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設
又は設備の整備に関する事業及び地域医療構想の
達成に向けた地域における病床数の変更を伴う取
組を行う医療機関の運営の支援に関する事業

地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分
化及び連携については、医療機関の自主的な取
組及び医療機関相互の協議により進められるこ
とを前提として、これらを実効性のあるものと
するために基金を活用していく必要がある。

2~6 （略）

第１～第３ （略）
第４ 公正性及び透明性の確保その他基金を充てて実
施する都道府県事業に関する基本的な事項
一 基金に関する基本的な事項
二 基金を充てて実施する事業の範囲

基金を充てて実施する事業の範囲は、医療介護
総合確保法第４条第２項第２号及び第５条第２項
第２号に掲げられている事業である。具体的には、
平成26年度においては、医療を対象として１、
２及び４に掲げる事業を、平成27年度以降は、
介護を対象とする３及び５に掲げる事業を含めた
全ての事業を対象として実施するものとする。

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設
又は設備の整備に関する事業

地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分
化及び連携については、医療機関の自主的な取
組及び医療機関相互の協議により進められるこ
とを前提として、これらを実効性のあるものと
するために基金を活用していく必要がある。
なお、地域医療構想が定められるまでの間は、

地域において明らかに不足している病床の機能
への転換に資する事業等病床の機能の分化及び
連携に特に資する事業に基金を重点的に活用す
るものとする。

2~6 （略） 5


